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図 1-1 表面処理部周辺に生じる残留応力のイメージ図 
 
図 1-2 本研究で対象とする大型鍛鋼品の形状 
 


















































































































































































の観点で適正なX線入射角条件として 35～45 deg.が推奨されている．図 1-4に大型鍛鋼品の





























































方向に測定片を切断するT-L法 104),105)を提案したが，切断片には物理的に 10～20 mmの厚さ






















































対する cos法のX線応力測定精度について検討した．  
第３章では，第２章と同様に表面のX線残留応力測定において，表面処理の無い実機鍛鋼
材を対象に，大型鍛鋼品では避けて通れない偏析部から切り出した試験片を用いて，引張応
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 次に 2.4 項では，入射角および入射角設定誤差に着目する．cos法のX 線応力測定は，単
一の入射角にて測定が可能である反面，入射角が小さくなるほど測定誤差が大きくなる特徴
がある．そこで cos法の X 線応力測定における入射角は，測定誤差が小さい条件である 35
～45deg.が推奨されている．しかし，フィレット部のような曲率を有する部位を対象に cos





現在様々な研究に取り組まれている最中である．そこで 2.4 項では，cos法のX 線応力測定
におけるX線入射角および入射角設定誤差の影響について検討した 8)． 





とが知られている．sin2法に関しては，塑性変形後の X 線残留応力測定に関する研究 10),11)














X 線の入射角度を x 軸からf0， y 軸から0と定義すると，発生した回折環の方向のひずみ
は次式で表される．ここで 2 は入射X線と回折X線のなす角を表す． 
 𝜀𝛼 = 𝑛1
2𝜀𝑥 + 𝑛2
2𝜀𝑦 + 𝑛3
2𝜀𝑧 + 𝑛1𝑛2𝛾𝑥𝑦 + 𝑛2𝑛3𝛾𝑦𝑧 + 𝑛1𝑛3𝛾𝑥𝑧 (2-2) 
ここで，n1, n2, n3は方向の方向余弦を表し次式で与えられる． 
 𝑛1 = cos𝜂 sin𝜓0cos𝜙0 − sin𝜂 cos𝜓0cos𝜙0cos𝛼 − sin𝜂 sin𝜙0sin𝛼 
 𝑛2 = cos𝜂 sin𝜓0sin𝜙0 − sin𝜂 cos𝜓0sin𝜙0cos𝛼 + sin𝜂 cos𝜙0sin𝛼 (2-3) 









(𝜎𝑦 − 𝜈𝜎𝑥) (2-4) 
 𝜀𝑧 = −
𝜈
𝐸






回折環の中心角が, -,  +,  -であるX線的ひずみをそれぞれ ,  - ,   + ,   - として
次式の値を計算する． 










[(𝜀𝛼 − 𝜀𝜋+𝛼) − (𝜀−𝛼 − 𝜀𝜋−𝛼)] (2-6) 
X線ビームが xz平面上にある場合を考えf0 = 0とし，式(2-2)および(2-3)を式(2-5)および(2-6)
に代入して，式(2-4)の平面応力状態の関係式を導入して整理すると，X 線照射点の x 方向応
力xと a1の関係およびxyと a2の関係は次式にまとめられる． 
 𝑎1 = −
1+𝜈
𝐸




































































2-4 に，試験状況写真を図 2-5 に示す．試験機の治具と X 線装置との干渉を防ぐために，試
験片平行部長さを通常の引張試験片よりも長く設定した．また，試験片加工により生じる残










表 2-1 機械的性質 
 Tensile Strength [MPa] 0.2% Proof Strength [MPa] 
Bainite Steel 1035 899 
Martensitic Steel 1183 1084 
 
 
 (a) ベイナイト鋼 (b) マルテンサイト鋼 
図 2-2 材料組織写真 
 
 
 (a) ベイナイト鋼 (b) マルテンサイト鋼 
図 2-3 結晶粒写真 
 
 

















図 2-5 試験状況写真 
 
 











Numbers of the 
measurement point
9    7
6    4
3    1
23 
 
 試験片に負荷した公称応力は弾性応力範囲内とし，0.2 %耐力の 1/4，1/2および 3/4 の 3条
件を選択した．具体的には，無負荷状態から順番に負荷を増やしながらX線応力を測定した．
ただし，マルテンサイト鋼については 0.2 %耐力の 1/2 条件のみで測定した．X線応力測定装
置にはパルステック社製の-X360ロングレンジモデルを使用した．表 2-2 にX線応力測定条
件を示す．測定位置は，試験片平行部中央の電解研磨範囲内の 9×9 mmの範囲とし，3 mmピ
ッチで 3×3点の計 9点測定した．図 2-6 にX線応力測定位置と測定番号を示す．X線入射角
















表 2-2 X線応力測定条件 
Characteristic X-ray Cr-K 
Diffraction plane Fe (211) 
Tube voltage 30 kV 
Tube current 1 mA 
Irradiated area 3 mm2 
Fixed time 30 s 
0 tilt angle 35 deg. 
Diffraction angle in stress free 156.4 deg. 





























































図 2-8 ベイナイト鋼の各負荷応力におけるX線応力ばらつきの標準偏差 
 
図 2-9 にベイナイト鋼の公称応力 615 MPa（0.2  %耐力の 3/4 条件）およびマルテンサイ
ト鋼の公称応力 599 MPa（0.2 %耐力の 1/2条件）の a1-cos線図を示す．どちらも公称応力が
同程度なため a1-cos線図の傾きも同程度であるが，マルテンサイト鋼の方が a1-cos線図の














































(a) ベイナイト鋼（公称応力 615MPa） 
 
 
(b) マルテンサイト鋼（公称応力 599MPa） 


































(a) 測定位置N1 (b) 測定位置N2 (c) 測定位置N3 
   
(d) 測定位置N4 (e) 測定位置N5 (f) 測定位置N6 
   
(g) 測定位置N7 (h) 測定位置N8 (i) 測定位置N9 









(a) 測定位置N1 (b) 測定位置N2 (c) 測定位置N3 
  
(d) 測定位置N4 (e) 測定位置N5 (f) 測定位置N6 
   
(g) 測定位置N7 (h) 測定位置N8 (i) 測定位置N9 
























































































図 2-13 鍛造部品のフィレット部の例 
 
 



































The distribution region 









2.4.1  cos法の定式化における入射角と入射角誤差の影響 
式(2-9)で示した cos法の応力算出式を以下に再度示す． 

















示す通り，cosと a1 の直線の傾きからx が求められるため，同じ応力値であれば入射角0









実材料の cos法の X 線応力測定における入射角および入射角誤差の影響を評価するため
に，4点曲げ試験にて既知の応力を負荷した条件でX線応力測定を行なった．図 2-15に 4点
曲げ試験の概要を示す．試験材にはベイナイト組織を有する CrMo 系低合金鋼を使用した．
機械的特性を表 2-3 に示す．  
試験片の形状はL150×W20×t3 mmの板材とし，試験片加工の影響を排除するために，X
線照射位置周辺を 10×10 mm範囲で深さ 150 mの電解研磨を実施した．負荷応力を求める
ために，試験片のX線照射面と反対側にひずみゲージを貼り付けた． 
ここでは，ひずみゲージ値 0, 100, 200, 400, 600, 800 mの 6条件の異なる弾性応力を与え，
各応力負荷時に電解研磨範囲内の 3×3 点の計 9 点位置でX 線応力測定を実施した．図 2-15
に測定位置と順番を示す．ひずみゲージ値は機械的ヤング率 206 GPaを使用して公称応力に
変換し，X 線応力値と比較した．X 線応力測定にはパルステック社製の-X360 を使用した．














図 2-15 4点曲げ試験の概要 
 
表 2-3 機械的性質 
Tensile Strength [MPa] 0.2% Proof Strength [MPa] 
976 796 
 
表 2-4 X線応力測定条件 
Characteristic X-ray Cr-K 
Diffraction plane Fe (211) 
Tube voltage 20 kV 
Tube current 1 mA 
Irradiated area 3 mm2 
Fixed time 30 s 
0 tilt angle 35 deg. 
Diffraction angle in stress free 156.4 deg. 




 まず，cos法のX線入射角を 35 deg.に固定した場合の，X線応力測定結果とひずみゲージ









から 5 deg.まで 5 deg.ピッチで変化させた場合の，X 線測定結果と公称応力の比較を図 2-17
に示す．測定時間短縮のため，入射角を変えた条件では電解研磨範囲内の 9点の測定を行わ
ず，中央 1点のみの測定を実施したが，比較のためにグラフ中には入射角 35 deg.の 9点測定
データを同時に示す．また，図中の直線は公称応力とX線応力が一致する条件を表す．図 2-17
によると，入射角が 5 deg.の場合は誤差が大きいが，入射角 10 deg.および 15 deg.の場合は入
射角35 deg.の9点データのばらつきの範囲内の値となっていることがわかる．これは式(2-11)
からもわかる通り，入射角が 5 deg.になると入射角0の影響が極端に大きくなるためと考え
られる．以上のことより，入射角 10 deg.以上であれば cos法のX 線応力測定の精度は大き
く変わらない可能性があることがわかった． 
 次に，X 線応力測定時に正確な入射角が不明であった場合を想定し，X 線応力を解析する
際の設定入射角が真の入射角から±5 deg.ずれた場合について検討した．真の入射角が35 deg.
であった場合のベイナイト鋼の 4点曲げ試験結果に対し，-5 deg.から+5 deg.まで入射角の設
定に誤差があった場合の結果を図 2-18 に示す．グラフには，式(2-11)から算出した入射角誤
差の影響の理論線も同時に示す．入射角に+5 deg.の誤差が生じた場合は結果にあまり影響し
ないが，入射角に-5 deg.の誤差が生じた場合は影響が大きく，公称応力 164.8 MPaの条件で
約 7 %測定結果が変化することがわかる．正確な入射角が不明な場合は，入射角を小さめに
見積るよりは大きめに見積る方が良いと考えられる． 
最後に，式(2-11)を用いた理論検討により，入射角が 10 deg.から 40 deg.の条件における入
射角誤差が測定精度に与える影響を図 2-19 に示す．入射角が 35 deg.以上であれば，真の入射
角に対し設定入射角が±5 deg.ずれていても測定結果に与える影響は 10 %以下であるが，入
射角が小さくなるほど入射角誤差の影響が大きくなることがわかる．特に，入射角 10 deg.
















図 2-16 4点曲げ試験における 9点のX線応力測定値と公称応力の関係 
 
図 2-17 入射角を小さくした場合のX線応力測定値と公称応力の関係 










































Nominal stresses measured by strain gauge [MPa]
Incident angle = 35 deg.
Incident angle = 15 deg.
Incident angle = 10 deg.




図 2-18 入射角の設定に誤差があった場合のX線応力値の変化 
 




























































Setting error of incident angle = +5deg.
Setting error of incident angle = -5deg.
36 
 























は表 2-4と同様である．入射角は 35 deg.に固定して測定を実施した．X線応力測定における






000 ひずみまで，2 サイクル目は最大 4500 ひずみまで，3 サイクル目は最大 6000 ひず
みまで，4 サイクル目は治具で負荷可能な最大荷重とし，いずれも 500 ひずみごとに X 線





表 2-5 冷間加工無し試験片の引張試験結果 
Breaking Load [N] Cross-sectional area of the 
test piece [mm2] 
Estimated Tensile Strength 
[MPa] 












































































図 2-24 に冷間加工無し試験片の凹面および凸面の荷重と X 線応力の関係を示す．凹面に





























The number of measurement 
4th. cycle 3rd. cycle
















































































































































































































X-ray stress on the concave surface -44 2.64 
X-ray stress on the convex surface -12 2.62 























































Strain on convex surface []
without cold forming 4th. cycle
without cold forming 3rd. cycle
without cold forming 2nd. cycle





















without cold forming 4th. cycle
without cold forming 3rd. cycle
without cold forming 2nd. cycle





















































without cold forming 4th. cycle
without cold forming 3rd. cycle

































じる応力も同時に測定した．図 2-30 に，冷間加工無し試験片の軸方向と幅方向の X
線応力の比較を示す．幅が 5 mm の試験片に対し，軸方向のみに引張荷重を負荷して
いるため，幅方向には軸方向応力の 1/10 以下の応力しか発生していないことがわかる．










































































































with cold forming without cold forming 4th. cycle
without cold forming 3rd. cycle without cold forming 2nd. cycle


































留応力測定において，cos法の X 線応力測定が有効であることを確認した． 
これらの検討過程において，半価幅と相当塑性ひずみに相関があること，さらに，
塑性域に到達すると負荷応力の向きに関わらず半価幅の値が上昇することを確認した．
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び窒化による材料成分および組織変化が X 線応力測定に与える影響の研究 2),3)はいく
つか取組まれているが，大型鍛鋼品を対象にした X 線応力測定に関する研究事例は非
常に少なく，鋼の製造過程で生じる偏析が cos法の X 線応力測定に与える影響を評価
した研究は見られない． 
2 章では，実際の大型鍛鋼材料の組織と結晶粒条件における cos法の X 線応力測定
精度を検証したが，本章では大型鋼塊のマクロ偏析が cos法の X 線応力測定に与える
影響に着目した．大型鍛鋼品の冷間加工部周辺の残留応力測定を想定し，冷間加工が
適用されていない鍛鋼材料を対象に，偏析の多い部位と少ない部位から試験片を切り






供試材には，ベイナイト組織を有する CrMo 系低合金鋼を選択し，10 ton 以上の大
型鋼塊を鍛造した材料を使用した．化学成分範囲を表 3-1 に示す．大型鋼塊において
は，中心部に V 型偏析が，中層部には逆 V 偏析が発生することが知られており 4)~6)，
鍛造時に形成されるメタルフローに沿って偏析部が帯状に出現する．本試験材は，直








リマーを用いて焼入れし，823 K 以上の温度にて焼戻し処理を施した．表 3-2 に機械
的特性を示す．ここで使用した偏析の少ない試験片 1 本目は，2.3 項で使用した試験
片と同一のものである． 
図 3-2 に偏析の多い試験片の X 線照射部の代表位置の組織と結晶粒径の観察結果を，
図 3-3 に偏析の少ない試験片の同様の観察結果を示す．いずれの試験片も主な材料組
織はベイナイトであり，偏析の多い試験片の平均結晶粒径は 30～40 m，偏析の少な






を実施したが，試験条件は 2.3 項と同様であるため詳細は 2.3 項を参照されたい．以
下には 2.3 項との違いのみ記載する． 
本章では，試験片に負荷した公称応力は 0.2 %耐力の 1/4，1/2 および 3/4 の 3 条件を
選択した．ただし 2 本目の試験片に関しては，1 本目の結果の再現性を確認すること




表 3-1  化学成分範囲 (mass %) 
 C Si Mn Ni Cr Mo 
Max. 0.45 0.40 1.20 0.50 2.50 0.35 
Min. 0.36 0.15 0.80 0.30 1.50 0.15 
 
表 3-2 機械的特性 
 Tensile Strength 
[MPa] 
0.2% Proof Strength 
[MPa] 
1st. specimen with segregation 945 813 
2nd. specimen with segregation 987 828 
1st. specimen without segregation 1035 899 





 (a) 組織観察写真 (b) 結晶粒径観察写真 
図 3-2 偏析の多い試験片の X 線照射部位の組織と結晶粒径の観察結果 
 
 
 (a) 組織観察写真 (b) 結晶粒径観察写真 
図 3-3 偏析の少ない試験片の X 線照射部位の組織と結晶粒径の観察結果 
 
3.4 試験結果 
図 3-4 に 9 点測定位置ごとの，偏析が多い試験片と少ない試験片の X 線応力値の比
較を示す．偏析が少ない試験片はいずれの負荷応力においても 9 点の測定位置で X 線
応力値に大きな差異は見られないが，偏析が多い試験片は 9 点の測定位置間で X 線応
力値に大きなばらつきが生じていることがわかった．１本目の試験片の結果では，偏

































The 1st. specimen with segregation




















The 2nd. specimen with segregation




図 3-5 9 点の測定位置間の X 線応力の標準偏差 
 







図 3-6 に１本目の試験片における 0.2 %耐力の 1/2 条件（公称応力 397 MPa）におけ
る，偏析の多い試験片と少ない試験片の cos線図の比較を示す．偏析の多い試験片の
方が cos線図の直線性が悪く，測定位置ごとに差異が生じている．図 3-4 において相
対的に高い応力を示した N5 位置の cos線図は直線から下側に大きく凸となり，相対
的に低い応力を示した N6 位置の cos線図は直線から上側に大きく凸となっているこ


























































1st. Specimen with segregation
2nd. Specimen with segregation
1st. Specimen without segregation
2nd. Specimen without segregation
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図 3-6  9 点の測定位置における cos線図の比較 


































 (a) 測定位置 N1 (b) 測定位置 N2 (c) 測定位置 N3 
 
 
(d) 測定位置 N4 (e) 測定位置 N5 (f) 測定位置 N6 
 
 
(g) 測定位置 N7 (h) 測定位置 N8 (i) 測定位置 N9 
図 3-7 偏析の多い試験片におけるデバイリングの比較 









 (a) 測定位置 N1 (b) 測定位置 N2 (c) 測定位置 N3 
 
 
(d) 測定位置 N4 (e) 測定位置 N5 (f) 測定位置 N6 
 
 
(g) 測定位置 N7 (h) 測定位置 N8 (i) 測定位置 N9 
図 3-8 偏析の少ない試験片におけるデバイリングの比較 































































析の多い試験片においても，平均粒径はいずれも 50 m 以下となっているが，部分的
に粗大結晶粒を含む混粒状態となっており，それらがデバイリングを王冠状にした原
因の一つであると考えられる． 
図 3-9 に，偏析の多い試験片および少ない試験片における，9 点の測定位置の X 線
応力の平均値と公称応力の比較を示す．図中のプロットはそれぞれの試験片における
9 点の測定結果の平均値を，誤差範囲は 9 点内の最大値と最小値の範囲を示す．また，
図中の直線は X 線応力と公称応力が一致する条件を示している．1 本目の試験片にお
いては，9 点の X 線応力を平均化すると，偏析の多い試験片も偏析の少ない試験片も，















の試験片に対し，9 点の X 線応力測定位置ごとの元素分析を FE-SEM による EDS 分析
にて行った．X 線照射範囲に比べて EDS 分析の範囲は非常に小さいため，元素分析は




の測定位置における炭素濃度と X 線応力の比較を図 3-11 に示す．図中の縦軸には，
公称応力と X 線応力の差分を取った．炭素濃度が高い場合に公称応力よりも X 線応力
が高く，炭素濃度の低い場合に公称応力よりも X 線応力が低い傾向が見られた．図 3-4
に示した X 線応力値によると，２本目の試験片では N9 位置で最大値を N7 位置で最
小値を示したが，炭素濃度は N9 位置で最大であるが N3 位置が最小となる．ただし，







cos線図の直線近似における R2 値と，X 線応力と公称応力の差の関係について，偏析
の多い試験片と少ない試験片の比較を示す．R2 値が 1.0 に近くなるほど，cos線図の




験片において X 線応力が最大および最小値を示した N5 および N6 位置，さらには２
本目の試験片において X 線応力が最大および最小値を示した N9 および N7 位置は，
相対的には R2 値も小さい傾向が見られた．つまり，結晶粒が混粒であることは X 線
応力に影響すると言える．しかし，図 3-12 の結果によると，R2 値が小さい場合に必ず
しも X 線応力が公称応力から大きく離れている訳ではない．むしろ，偏析が多い試験
片で R2 値が小さくても，X 線応力が公称応力と良く一致しているデータが存在する．

















る X 線応力のばらつきに影響を与えたと考えられる．炭素濃度と X 線応力の傾向が完









図 3-11  偏析の多い試験片における X 線応力値の公称応力からの差分と


























































































図 3-12 偏析の多い試験片における X 線応力値の公称応力からの差分と 




















































Determination coefficient R2 of cos diagram 
Nominal stress 397MPa
Nominal stress 197MPa
Closed : The first specimen with segregation

















































Determination coefficient R2 of cos diagram 
Nominal stress 377MPa
Closed : The 2nd. specimen with segregation




図 3-13  偏析の多い試験片における X 線半価幅の 9 点平均値からの差分と 
炭素濃度（mass %）の比較（2 本目試験片：公称応力 377 MPa） 
 
 
図 3-14  偏析の多い試験片の炭素濃度最大位置と最小位置におけるデバイリング












































































Maximum carbon concentration : N9




偏析の多い部位を対象に X 線応力測定を実施する場合，X 線照射部位ごとの炭素濃
度および結晶粒径の差異に応じて X 線応力値がばらつくことは，産業上利用する上で
不都合な場合も存在する．ただし，図 3-9 に示した通り，ある一定面積の X 線応力測
定結果を平均化すれば，偏析の多い試験片においても，公称応力と X 線応力はよく一
致することがわかった．そこで，偏析の影響を最小限に抑えることができる測定点数
（X 線照射面積）について検討した．9 点の測定位置に対し，1,2,3,4,6,9 点を測定点数
とした場合の隣接する位置の全組合せを考え，それぞれの測定点数の X 線応力値を平
均化した．図 3-15 に１本目の試験片の 0.2 %耐力の 1/4 条件（公称応力 197 MPa）に
おける，測定点数と平均化した X 線応力値の関係について，偏析が多い試験片と偏析
が少ない試験片の比較を示す．測定点数が多くなるほど，偏析が多い試験片も少ない
試験片も公称応力 197 MPa に近づく傾向を示し，偏析の多い試験片の場合 3 点測定す
れば偏析の影響による誤差は大幅に減少し，4 点測定すれば X 線応力のばらつきは偏
析の少ない試験片と同等レベルになるということがわかった．本研究では X 線照射面





図 3-15  平均化する測定点数と X 線応力のばらつきの関係 





















Number of X-ray stress measurements to be averaged
1st. specimen with segregation
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𝑖=1  (4-1) 
ここで，k は固有ひずみの方向成分を，, は円筒座標系の軸方向および径方向座標を，
Zk, Rk は軸方向および径方向の固有ひずみ領域端部の座標を，Aijk は固有ひずみ分布係
数を，N, M は軸方向および径方向の関数の次数を示す．仮に近似関数の次数を 5 次と
した場合，軸対称形状における固有ひずみの方向成分 k は 4 成分であるため，近似関





図 4-1 固有ひずみ法の概要と手順 
 











































































    {𝜀𝑎} = [H]{𝐴} (4-3) 


















    {𝜈ℎ} = {𝜎𝑎ℎ} − {𝜎𝑚ℎ}    (ℎ = 1,2 ⋯ 𝑛) (4-5) 
ここで，n は測定データ数を表す．差分ベクトルの二乗和を S とすると，次式で表さ
れる． 
    S = {𝜈ℎ}
⊺{𝜈ℎ}      (ℎ = 1,2 ⋯ 𝑛) (4-6) 











冷間加工が適用され，フィレット表面から深さ 10 mm 程度の領域に圧縮の残留応力が










図 4-4 にフィレット部に適用した局所座標系の定義を示す．局所座標系は以下の 3
70 
 
方向となる．方向 1 はフィレット径の中心を基準としたフィレット径方向（Radial 











レット部に適用した局所座標系の 3 方向の測定データが必要である．よって，T-C 法
と名付けた新たな測定手順を提案した．以下に詳細を示す． 
 
表 4-1 代表部位の機械的性質 
Tensile Strength 
[MPa] 




Reduction of Area 
[%] 
902 750 18 63 
 
 
























更が必要である．1 章で記載の通り，従来の T-L 法の L 片ではフィレット部の急峻な
応力分布を測定することが難しい．そこで，フィレット径中心を基準にそれぞれのフ
ィレット角度ごとに円錐形状に加工した C 片を適用した．C 片表面の残留応力測定を
実施すると，方向 1 のフィレット径方向と方向 3 の周方向が測定可能である．フィレ




ランジ部を円盤状とした F 片を適用した．図 4-2 に示す通り，フィレット部は狭隘部
となっており，軸部を切断しない状態ではフィレット部に X 線を照射できる範囲が限
定されるため，測定可能な状態にまで軸部を短く切断した．F 片は方向 2 のフィレッ
ト角度方向と方向 3 の周方向が測定可能である．以上，本研究では T, C, F 片の 3 つの
形状で残留応力測定を行い，フィレット部に適用した局所座標系の 3 方向すべての測
定データを取得した．ただし，T 片と C 片は同じ部位から試験片を採取することが不
可能である．本研究では 4 つのフィレット部には同様の残留応力が発生していると仮
定して，対となるフィレットの片側から C 片，反対側から T 片もしくは F 片を採取し
た．各試験片の採取位置を図 4-6 に，形状例および測定応力方向を図 4-7 に示す． 
 

















































(b) T 片  (c) F 片 








































































4.4.1 X 線応力測定 
本章の X 線応力測定は従来法である sin2法にて実施し，測定装置にはリガク社製
の MSF-3M を使用した．X 線応力測定条件と各試験片で測定したフィレット角度およ
び深さ位置を表 4-2 に示す．7 種類の0 角の回折プロファイルを取得し，2- sin2線
図にて応力を解析した．フィレット角度は 10 deg.ピッチで，深さ方向は深さ 12 mm ま
では 1.5 mm ピッチで，それ以降は 3 mm ピッチで測定を行った．図 4-8 に T 片の測定
位置の例を示す．T 片の場合，切断した板の断面上を測定するためフィレット角度に
制約はなかったが，C 片は切削加工制約からフィレット角度 10 deg.以下の形状には加
工できなかった．また，T 片および C 片における表面近傍の応力は，X 線の照射面積
の都合から 1.5mm 深さ以降の応力しか測定できなかった．F 片の場合，X 線の入射角
条件によっては回折 X 線がフィレット部に干渉してしまうため，フィレット角度方向
の応力は 70 deg.以下の条件では測定できなかった．ここで，T 片および C 片の測定時 
 

























 sin2 method 
Equipment Rigaku : MSF-3M 
Characteristic X-ray Cr-K 
Diffraction plane -Fe (211) 
Tube voltage 30 kV 
Tube current 10.0 mA 
Irradiated area 9 mm2, rectangle 
Fixed time 1 s 
0 tilt angle 0, 10, 18, 24, 30, 35, 40 deg. 
Measurement positions on T specimen 
Fillet angle: -10~110 deg. 
Depth: 1.5~18 mm 
Number of points: 260 
Measurement positions on C specimen 
Fillet angle: 20~110 deg. 
Depth: 1.5~40 mm 
Number of points: 308 
Measurement positions on F specimen 
Fillet angle: 20~110 deg. 
(Tangential direction: 80~100 deg.) 
Depth: 0.3, 0.5 mm 






図 4-8  T 片測定位置例および方向 
 
には，切断および切削加工による影響を除去するために，表面から 0.2 mm 深さの電
解研磨を適用した．F 片の場合は，フィレット表面から電解研磨にて深さ 0.3 および
0.5 mm に掘り込んだ位置の残留応力を測定した．いずれの測定応力も，SAE J784a に
て定められた手法 11)にて電解研磨の影響の補正を適用した．以上の通り，sin2法の測
定データを使用した固有ひずみ予測には，合計 596 個の X 線応力値を使用した． 
 
4.4.2 半価幅測定 
半価幅は X 線応力測定と同時に得られる値である．本章では，7 種類の0 角の回折


























      
(b) ドリル穴とひずみゲージの例 (c) 最小片のサイズ 


































































(d) T 片 (e) F 片 













































40 deg.位置でピークを示した．また，深さ方向に関しては，10.5 mm 程度までの範囲


















































The fillet angle [deg.]
Depth 1.5mm Depth 3.0mm
Depth 4.5mm Depth 6.0mm


































Depth from the fillet surface [mm]
α=30 deg. α=40 deg.





固有ひずみ計算領域の設定パラメータ R0, DR, 0, Dの内，深さ領域の基準位置であ
る R0 はフィレット半径で決まるため，残るパラメータは 3 つに絞られる．図 4-11 の




片の実測範囲であるフィレット角度-10 から 110 deg.までの範囲，つまりD=120 deg.
に相当する範囲にのみ実測値が存在するため，Dは大きくても 120 deg.が適切と考え
た．そこで，DR =10.5 mm に固定した条件で0 とDを変化させた場合の，実測値と解
析値の差の 2 乗和の平方根（Root mean square error; 以後 RMSE）の値の変化を図 4-12
に，D=120 deg.に固定した条件でDR と0 を変化させた場合の RMSE 値の変化を図
4-13 に示す．RMSE 値は値が小さいほど実測値と解析値が良く一致していることを表
す指標である． 
まず，深さ領域を定めるDR について検討した．DR は大きくても小さくても RMSE
値が大きくなり，DR =10.0～10.5 mm が適当な結果となった．これらは図 4-11 におけ
る深さ方向の半価幅増加範囲と良く傾向が一致した． 
次に，角度領域の大きさを定めるDについて検討した．図 4-12 の結果によると，









最後に，角度領域の中心を定める0 について検討した．図 4-13 によると，0 が大




ると考えられる．そこで，DR=10.5 mm，D=120 deg.に固定した条件で，0 を変更し
た際の半価幅増加量と(4-9)式で計算した相当固有ひずみの関係を図 4-14 に示す．




ると言える．一方で，0 が 60 deg.になると半価幅増加量と相当固有ひずみの関係のば
らつきが大きくなった．これらの結果を考慮すると，本研究で使用した実測結果に限
定された場合は，0=40 または 50 deg.が適当であると考えられる． 
 
 
図 4-12 固有ひずみ計算領域の角度領域パラメータDと RMSE 値の関係 
(DR=10.5 mm, m=2, n=9) 
 
図 4-13 固有ひずみ計算領域の深さパラメータDR と RMSE 値の関係 














Angle parameter of the inhearent strain distribution area, 
D [deg.]
α0=40 deg. α0=50 deg.














Depth parameter of the inherent strain area, DR [mm]
α0=40 deg. α0=50 deg.





(a) 0=40 deg. 
 
(b) 0=50 deg. 
 
(c) 0=60 deg. 
図 4-14 相当固有ひずみと半価幅変化量の関係 
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次に，固有ひずみ計算領域の設定パラメータをDR =10.5，0=40 deg.，D=120 deg.
に固定し，固有ひずみ分布関数の次数の影響について検討した．固有ひずみ分布関数






ここでは，合計の未知数が同程度の条件で，次数 m を 2 から 4 に変化させた場合の
RMSE 値と相当固有ひずみ分布について検討した． 
図 4-15 に固有ひずみ分布関数の次数を変更した際の RMSE 値を示す．m=2, n=9 の
場合と m=3, n=6 の場合では近似関数の合計の未知数は同じであるが，m=3, n=6 の方が
RMSE 値は小さくなった．m=4, n=5 の場合は，合計の未知数が若干大きくなっている
こともあり，RMSE 値は更に小さくなった． 
図 4-16 に m=3, n=6 および m=4, n=5 の条件における半価幅増加量と相当固有ひずみ
の関係を示す．m=2, n=9 の条件である図 4-14 の(a)と比較すると，フィレット半径方
向の次数 m を大きくすると，半価幅増加量と相当固有ひずみの関係のばらつきが大き
くなっていることがわかる． 
図 4-17 および図 4-18 に，T 片および C 片の=40 deg.位置におけるフィレット半径
方向および角度方向の応力の実測値と，次数 m を変化させた場合の固有ひずみ法によ





図 4-15 固有ひずみ分布関数の次数と RMSE 値の関係 
 
 
(a) m=3, n=6 
 
(a) m=4, n=5 
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Estimated results (m=2, n=9)
Estimated results (m=3, n=6)
Estimated results (m=4, n=5)


















Estimated results (m=2, n=9)
Estimated results (m=3, n=6)
Estimated results (m=4, n=5)
































Estimated results (m=2, n=9)
Estimated results (m=3, n=6)
Estimated results (m=4, n=5)


















Estimated results (m=2, n=9)
Estimated results (m=3, n=6)
Estimated results (m=4, n=5)
X-ray stresses on C specimen
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図 4-19 初期形状の切断法残留応力と固有ひずみ法による予測結果の比較 


















Estimated results (m=2, n=9)
Estimated results (m=3, n=6)
Estimated results (m=4, n=5)
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Estimated results (m=4, n=5)
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同様の手法を採用した．しかし，4 章では 596 点の測定データを使用しており，測定
には膨大な時間を要した． 
本研究では，表面の残留応力測定に二次元検出器を用いた cos法による X 線応力測
定法を適用した．cos法による X 線応力測定は，装置が小型で可搬型であり測定時間
が短い利点がある．そこで本章では，固有ひずみ法と X 線応力測定法との融合手法に




















5.2.3 X 線応力測定条件 
本章では，固有ひずみ法における cos法の X 線応力測定の有効性を評価するために，
sin2法と cos法それぞれの測定データを使用した場合の，初期形状における残留応力
予測結果の比較を行った．固有ひずみ分布の予測には，4 章で示した通り T 片，C 片，
F 片の 3 種類の試験片の測定データを使用する必要があるが，本章では T 片の測定の
み cos法の測定を追加で実施した．本来であればすべての試験片で両方の測定を実施
すべきであるが，時間とコストの観点からやむを得ず T 片のみ cos法の測定を追加で
実施した．そこで本章では，C 片および F 片には sin2法の測定データを使用し，T 片
の測定データのみ 2 種類の測定結果を使用して比較を行った．cos法の測定にはパル
ステック社製の-X360 ロングレンジモデルを使用した．表 5-1 に sin2法と cos法の 
 
 




























 sin2 method cos method 
Equipment Rigaku : MSF-3M Pulstec : μ-X360 
Characteristic X-ray Cr-K 
Diffraction plane -Fe (211) 
Tube voltage 30 kV 
Tube current 10.0 mA 1.0 mA 
Irradiated area 9 mm2, rectangle 3 mm2, circle 
Fixed time 1 s 30 s 
y0 tilt angle 0, 10, 18, 24, 30, 35, 40 deg. 35 deg. 
Measurement positions 
on T specimen 
Fillet angle: 0~100 deg. 
Depth: 1.5~18 mm 
Number of points: 198 
Fillet angle: 0~100 deg. 
Depth: 1.5~18 mm 
Number of points: 198 
Measurement positions 
on surface of T specimen 
 Fillet angle: 20~40 deg. 
Number of points: 3 
Measurement positions  
on C specimen 
Fillet angle: 20~110 deg. 
Depth: 1.5~40 mm 
Number of points: 308 
 
Measurement positions  
on F specimen 
Fillet angle: 20~110 deg. 
(Tangential direction:  
80~100 deg.) 
Depth: 0.3, 0.5 mm 







で，4 章で使用した T 片における sin2法の測定データはフィレット角度-10 から 110 
deg.の位置で測定した結果であったが，cos法の測定はフィレット角度 0 から 100 deg.




め，F 片のフィレット表面の応力測定時には回折 X 線がフィレット部に干渉してしま
い，フィレット角度 70 deg.以下の条件でフィレット角度方向の応力は測定できなかっ








から 0.2 mm 深さの電解研磨を適用した．いずれのデータも，SAE J784a にて定められ
た手法 6)にて電解研磨の影響の補正を行った．X 線応力値のデータ数は合計 534 個に




図 5-1  T 片のフィレット表面側の応力測定イメージ図 
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5.2.4 sin2法および cos法の X 線応力測定結果の比較 
T 片のフィレット角度 30 deg.および 40 deg.位置における，sin2法および cos法の















5.2.5 sin2法および cos法の半価幅測定結果の比較 
図 5-3 に，sin2法および cos法の半価幅測定結果の比較を示す．4.4.2 項で示した通
り，sin2法の半価幅は 7 種類の0 角の回折プロファイルから得られた 7 つの値の平均
値を取り，さらに T 片および C 片の同一部位で測定された値を平均化した値を適用し
た．一方で，cos法の半価幅は二次元検出器で取得した 360 deg.の回折プロファイル

















(a) フィレット角度30 deg. 
 
 
(b) フィレット角度 40 deg. 
 


























Radial direction : sin2p
Radial direction : cosa
Tangential direction : sin2p





























Radial direction : sin2p
Radial direction : cosa
Tangential direction : sin2p














































The fillet angle [deg.]
sin2y, Depth 3.0mm cosa, Depth 3.0mm
sin2y, Depth 6.0mm cosa, Depth 6.0mm
sin2y, Depth 9.0mm cosa, Depth 9.0mm
2, d t  . , d
i 2, d t  .
i 2, d t  .
s, d t  .































Depth from the fillet surface [mm]
sin2y, a=40 deg. cosa, a=40 deg.
sin2y, a=60 deg. cosa, a=60 deg.
sin2y, a=80 deg. cosa, a=80 deg.
i 2, =40 deg. 
sin2, =60 deg. 
i 2, =80 deg. 
, =40 deg. 
s, =60 deg. 
, =80 deg. 
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ずみ計算領域の設定パラメータはDR =10.5，0=40 deg.，D=120 deg.が適当であるこ
とがわかった．本章でも，これらのパラメータを固定して以後の検討を行った．ここ
で，固有ひずみ分布に適用した近似関数は 4 章と同様の条件であり，ここでは詳細は


















5-5 および図 5-6 に示す．また，それぞれの次数を適用した場合の実測値と解析値の差
の 2 乗和の平方根（Root mean square error; 以後 RMSE）の値の比較を図 5-7 に示す．
残留応力予測結果に与える固有ひずみ分布関数の次数の影響は sin2法および cos法
どちらにおいても傾向が一致しており，固有ひずみ分布関数の次数が大きくなるほど












図 5-4 sin2法と cos法の X 線応力測定結果を使用した 
固有ひずみ法による初期形状の残留応力予測結果の比較 

























Estimated residual stress using sin2p
Estimated residual stress using cosa

























Estimated residual stress using sin2p
Estimated residual stress using cosa
Measurement by hole drilling method










図 5-5 sin2法の X 線応力測定結果を使用した固有ひずみ法による 
初期形状の残留応力予測結果に与える固有ひずみ分布関数次数の影響 
























Estimated results (m=2, n=14)
Estimated results (m=3, n=6)























Estimated results (m=2, n=14)
Estimated results (m=3, n=6)









図 5-6 cos法の X 線応力測定結果を使用した固有ひずみ法による 
初期形状の残留応力予測結果に与える固有ひずみ分布関数次数の影響 























Estimated results (m=2, n=14)
Estimated results (m=3, n=6)























Estimated results (m=2, n=14)
Estimated results (m=3, n=6)




















意味している．これらの現象を補う判断指標として X 線半価幅が有効であることは 4
章で示した通りである． 
図 5-8 に，cos法の X 線応力測定結果を使用した際の，固有ひずみ分布関数の次数
が半価幅増加量と相当固有ひずみの関係に与える影響を示す．固有ひずみ分布関数の
次数が m=2, n=9 とした場合に半価幅増加量と相当固有ひずみの関係は非常に良く一























(a) m=2, n=9 
 
 
(b) m=3, n=6 
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Half value breadth change, DB [deg.]
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法の X 線応力測定が適用可能であることがわかった． 
 




















固有ひずみ分布関数のフィレット半径方向の次数を m=3 とすると，T 片のフィレット
表面データが無い場合と同様に，半価幅増加量と相当固有ひずみの関係が大幅に低下
することがわかった．また，固有ひずみ法において通常では測定データ数が増加する
と RMSE 値も増加するが，m=2, n=9 の場合には，T 片のフィレット表面データを適用
した方が RMSE 値は下がった．ただし，m=3 とした場合には，T 片のフィレット表面












図 5-9  cos法による T 片フィレット表面応力を適用した場合の 
固有ひずみ法による初期形状の残留応力予測結果 























without surface data (m=3, n=6)
with surface data (m=3, n=6)
with surface data (m=3, n=9)























without surface data (m=3, n=6)
with surface data (m=3, n=6)
with surface data (m=3, n=9)





(a) m=3, n=6 
 
 
(b) m=3, n=9 
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Half value breadth change, DB [deg.]
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α=50 deg. α=60 deg. α=70 deg.





図 5-11 cos法の T 片フィレット表面応力データ適用した場合の 




重要な要素である．図 5-12 に，sin2法と cos法の 1 点当たりの X 線応力測定時間の
比較を示す．この値は，試料のセッティング等の時間も含めた 1 点当たりの測定時間
の目安であり，測定装置の差異と測定者の熟練度の影響も含まれる値であるが，本研
究の測定では sin2法と cos法で約 7 倍測定時間が異なった．X 線の 1 点当りの照射








定ピッチは 10 deg.であり，角度方向の測定ピッチを 20 deg.にした場合（測定点数 290
点）と，さらに半径方向の測定点数も半分にした場合（測定点数 188 点）の 2 条件を
検討した．ここで，cos法による T 片のフィレット表面側の応力値はいずれの条件に
も適用した．また，固有ひずみ分布関数の次数は m=2, n=9 に固定した．固有ひずみ法






























図 5-12 sin2法と cos法の 1 点当たりの X 線応力測定時間の比較 
 





























Full data Half data on the 
angle direction
Half data on the 















図 5-14 固有ひずみ法による初期形状の残留応力予測における 

























half data on the angle direction
half data on the angle and radius direction
























Half data on the angle direction
Half data on the angle and radius direction




な点について検討する．cos法の測定は T 片のみで実施したため，T 片の測定データ
にせん断応力成分を追加し，固有ひずみ法の残留応力予測精度に与える影響について
検討した．ここで，せん断応力成分は，T 片のフィレット半径方向および角度方向応
力測定時に符号が逆の値が 2 つ得られるため，本研究では 2 つの値の絶対値を平均化
して使用した．また，cos法による T 片のフィレット表面側の応力値はいずれの条件
にも適用した．固有ひずみ法の RMSE 値における cos法のせん断応力成分適用の影響
を図 5-15 に，初期形状の残留応力予測における cos法のせん断応力成分適用の効果
を図 5-16 に示す．せん断応力成分を追加すると一様に RMSE 値は増加する傾向を示
した．せん断応力成分を適用すると合計の測定データ数が増加するため，固有ひずみ
分布関数の次数を増加させる必要があると考えられる．そこで固有ひずみ分布関数の
次数を m=3, n=6 および m=3, n=9 とした場合の検討も行った．初期形状の残留応力予
測結果と切断法の結果との比較によると，固有ひずみ分布関数の次数を変更すると若
干予測精度が向上する結果となった．一方で，半価幅増加量と相当固有ひずみの関係
におけるせん断応力の適用の影響を図 5-17 に示す．固有ひずみ分布関数の次数を m=3, 
n=6 とした場合，半価幅増加量と相当固有ひずみの分布が非常に良く一致する結果と






























図 5-16 固有ひずみ法による初期形状の残留応力予測における 
cos法のせん断応力成分適用の効果 
























without shear data (m=3, n=6)
with shear data (m=3, n=6)
with shear data (m=3, n=9)























without shear data (m=3, n=6)
with shear data (m=3, n=6)
with shear data (m=3, n=9)





(a) m=3, n=6 
 
 
(b) m=3, n=9 
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わかった．偏析部における EDS 分析結果と X 線応力値の関係から，炭素濃度が高い
位置で X 線応力は公称応力よりも高くなり，炭素濃度が低い位置で X 線応力は公称応
力よりも低くなる傾向にあることがわかった．また，偏析部の結晶粒が混粒であるた
めに，デバイリングが王冠状となり cos線図の直線性が悪くなり，直線近似の R2 値
も小さくなる傾向を確認したが，X 線応力のばらつきは結晶粒の混粒状態だけでは説























第 5 章では，第 4 章と同じく内部の残留応力測定を対象に，固有ひずみ法と X 線残
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